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平成30年度修正の概要等 

 

第１節 計画修正の経緯 

文京区防災会議では、平成27年度に「文京区地域防災計画（平成24年度修正）」以降の災害対

策基本法の改正や「東京都地域防災計画（平成26年度修正）」などの改定に対応するため、「文

京区地域防災計画【平成27年度修正（平成24年度修正追補版）】」を策定し、災害対策の充実に

取り組んできた。 

その後、平成28年４月16日に発生した「熊本地震」では、最大震度７を２度記録し、公共施

設を含む多くの建物に甚大な被害が発生した。区では、被災地に派遣した職員の報告等を参考

に、本区の災害対策の現状を踏まえ、平成30年３月に「熊本地震を踏まえた災害対策の充実・

強化に向けた検討≪最終報告書≫」を取りまとめ、災害対応力の向上に取り組んできた。 

一方、風水害対策については、水防法や土砂災害防止法等の改正に伴い、区では水害ハザー

ドマップの改定や土砂災害ハザードマップの作成など、新たな防災対策に取り組んでいる。 

このような状況の下、平成27年度修正後に発生した災害の教訓等を文京区地域防災計画に

反映させることで、より現実に即した実効性の高い災害対策を構築するために文京区地域

防災計画の修正を行う。 

 

第２節 対策の視点 

災害対策では、これまでの地域防災計画の修正及び過去の災害の教訓を踏まえ、区及び防災

関係機関、区民、事業者がそれぞれ持てる能力を発揮し、連携を強化することにより、「自助」

「共助」「公助」による取組みを充実していくことが重要である。そのためには、建物の耐震化

などにより災害に強いまちづくりを進めるとともに、家庭や職場で災害時の備えを強化するこ

とにより、避難しなくてもよい環境整備を進めていくことが重要である。さらに、区による区

民防災組織、避難所運営協議会への支援などを通じて、自らの安全は自ら守り、地域の防災対

応力の向上を図っていくことが求められている。 

また、避難行動要支援者対策の強化、他自治体、事業者との協定締結等による広域的かつ多

様な連携などを通じて、区としての災害対応力を強化しなければならない。 

区では、日本周辺における観測史上最大規模の地震である東日本大震災における課題への適

切な対応力を確保し、大規模地震等による被害の最小化、拡大防止を実現するため、区を取り

巻く環境、東日本大震災の課題・教訓、防災基本計画、都の被害想定を踏まえ、「今後発生が予

想される災害から区民の生命を守り、災害時における区民の生活を支援すること」に焦点を当

て、区、防災関係機関、区民、事業者等が相互に連携しながら、以下の３つの視点の下、災害

対応力の充実を図っている。 
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東京都の被害想定では、ゆれ等の建物被害を原因とする人的被害が現行計画の被害想定と比

べ大幅に増加すると予想されており、建築物の耐震化・不燃化を促進し、災害に強いまちづく

りを推進する必要がある。 

また、東日本大震災では多数の避難行動要支援者が犠牲になるなど、今後、高齢化の進行に

よる避難行動要支援者の増加に伴い、避難行動要支援者に対する予防対策及び応急対策の充実

強化が喫緊の課題となっている。 

建造物等の安全化及び避難行動要支援者対策等を推進し、災害に伴う人的被害を最小限にと

どめるための対策を推進していく。 

 
≪主な取り組み≫ 
○ 建造物等の安全化 

 建築物の耐震化・不燃化の推進（第２編 第１部 第３章） 
 高層建築物の安全化（第２編 第１部 第３章） 
 家具類の転倒・落下・移動防止対策（第２編 第１部 第３章） 

○ 要配慮者及び避難行動要支援者の支援 
 避難所の開設・運営等、福祉避難所、妊産婦・乳児救護所（第２編 第２部 第８章） 
 要配慮者及び避難行動要支援者の安全確保（第２編 第２部 第11章） 

 

 

 

ゆれや火災等による被害から区民の生命、身体及び財産を守るために、「自助」、「共助」を強

化し、初動期における地域の防災行動力をより一層向上させる必要がある。 

そのために、区民、区民防災組織、事業者等に対する防災意識の更なる啓発を図るとともに、

区、防災関係機関、区民等が連携を図りながら、訓練、防災資機材配備、防災教室等を通じて

地域における防災行動力の強化を図る。 

 

≪主な取り組み≫ 
○ 自助の備えの強化 

 食糧の確保、生活必需品等の確保（第２編 第１部 第７章） 
○ 共助の備えの強化 

 区民の防災意識の啓発（第２編 第１部 第６章） 
 区民防災組織等の育成強化（第２編 第１部 第６章） 
 事業所の防災意識の啓発（第２編 第１部 第６章） 
 総合防災訓練・地域防災訓練の実施（第２編 第１部 第６章） 

 

 
 

災害時において区民等の混乱を最小限にとどめるために、区の初動態勢を早期に確立し、迅

速な応急対策の実施に努めるとともに、災害情報を迅速かつ的確に区民等に伝達するための連

絡体制の整備が重要である。 

視点１：人的被害の減少 

視点２：自助・共助の強化 

視点３：区の災害対応力の強化 
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また、大規模災害時における災害対策に万全を期すために、東京都はもとより、他自治体、

防災関係機関、事業者、ボランティア等との協力体制を構築し、緊密に連携しながら円滑に災

害対応を図る必要がある。 

区の応急対策の活動態勢を強化するとともに、広域的かつ多様な連携体制を構築し、迅速か

つ的確な災害対応を図る。 

 
≪主な取り組み≫ 
○ 区の応急対策の活動態勢強化 

 動員態勢の強化（第２編 第２部 第１章） 
 区と防災関係機関等との通信連絡体制（第２編 第２部 第２章） 

○ 広域的かつ多様な連携体制の構築 

 防災関係機関との協力（第２編 第２部 第３章） 
 医療及び助産（第２編 第２部 第９章） 
 帰宅困難者対策の推進（第２編 第２部 第12章） 
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第１章 計画方針 

 

第１節 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づき、文京区防災会

議が策定する計画である。その目的は、区、都及び防災関係機関がその有する全機能を有効に

発揮して、区の地域において、災害の予防対策、応急・復旧対策、復興対策を実施することに

より、区民の生命、身体及び財産を保護し、「備えと助け合いのある災害に強いまちの実現」を

図ることにある。 

 

第２節 計画の性格及び範囲 

第１ 計画の性格 

この計画は、文京区の地域に係る防災に関し、区の処理すべき事務又は業務を中心として、

都及び防災関係機関の処理する事務又は業務を包含する基本的な計画である。 

 

第２ 計画の範囲 

この計画は、災害救助法（昭和22年法律第118号）に基づき都知事が実施する災害救助事務

のうち、同法第30条の規定に基づき都知事から区長に委任された場合の計画、又は都知事が

実施する救助事務に協力する場合の計画及び同法適用前の救助業務に関する計画等防災に関

する各種の計画を包含する総合的計画である。 

 

第３ 計画の構成 

この計画は、総則、震災対策、風水害対策、付編、資料編により構成される。 

 

第３節 計画の目標 

この計画の目標は、地震、風水害、大規模な火災又は爆発、事故等に対処できる態勢の樹立

を図るものである。 

 

第４節 計画の修正 

この計画は、災害対策基本法第42条の規定に基づき検討を加え、必要があると認めるときは、

これを修正する。防災関係機関は、関係ある事項について、文京区防災会議が指定する期日ま

でに計画修正案を文京区防災会議に提出しなければならない。また、緊急に修正しなければな

らないときは、防災会議の会長と協議しなければならない。 

 

第５節 他の法令に基づく計画との関係 

この計画は、指定行政機関等が作成する防災業務計画又は東京都地域防災計画等に抵触する

ものであってはならない。 

 

第６節 計画の習熟 

区及び防災関係機関は、この計画に定める責務を充分に果たすため、平素から単独又は共同

して、調査・研究・訓練その他の方法により、この計画の習熟に努めるものとする。 
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第２章 防災関係機関の業務大綱 

 

第１節 区 

災害時における時系列シフト及び応急復旧対策の主な取り組み 

発 災 期 初 動 期 中 期 後 期 

発生直後～３時間 ３時間～７２時間 ７２時間～１週間 １週間～ 

    

 

消火活動、救出救護活動、被害状況の収集

など人命の救助に重点を置いた活動 

生活の安定化に 

重点を置いた活動 

安定化から復興に

重点を置いた活動 

初期消火・救出救護・避難行動要支援者の支援 

【自助・共助の取り組み】 

避難支援・避難所運営支援 

消火活動・救出救護・医療救護活動 

【関係機関の取り組み】 

災害対策本部の設置 

【区の取り組み】 

災害情報の収集 広報・広聴活動 

避難所の開設 避難所の運営 

食糧・給水・生活必需品等の調達及び配布 

帰宅困難者対策 

ごみ・し尿・がれき等の処理 

罹災証明書発行 

復興支援業務 
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第１ 災害対策本部 発災期（発生直後～３時間）、初動期（３時間～72時間）、中期（72時間

～１週間） 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

災対本部事務局 １ 本部の設置、庶務及び統括に関すること。 

２ 災害情報の分析及び対策立案に関すること。 

３ 本部の指示及び要請の発議に関すること。 

４ 東京都災害対策本部及び関係機関との連絡に関すること。 

５ 他の区市町村への要請業務及び支援職員の受入れに関すること。 

６ 本部長室の庶務に関すること。 

７ 各部との連絡及び調整に関すること。 

災対情報部 １ 区の区域内（以下「区内」という。）の情報収集に関すること。 

２ 災害情報の集約及び整理に関すること。 

３ 防災行政無線の管理及び統制に関すること。 

４ 本部の指示、要請及び情報の伝達に関すること。 

５ 災害についての広報及び広聴に関すること。 

６ 被災者の相談業務の連絡及び調整に関すること。 

７ 報道機関への連絡に関すること。 

８ 災害資料の収集及び記録に関すること。 

９ 災害対策の予算に関すること。 

10 災害救助法の適用による財政措置に関すること。 

11 住民情報システムの被害調査及び復旧に関すること。 

12 区報臨時号の発行に関すること。 

災対総務部 １ 職員の動員数の把握に関すること。 

２ 職員の服務及び食糧に関すること。 

３ シビックセンターの防災対策及び被害調査に関すること。 

４ シビックセンターの復旧及び整備に関すること。 

５ 現金及び物品の出納及び保管に関すること。 

６ 区有施設の被害調査の統括に関すること。 

７ 区議会に対する災害情報の連絡に関すること。 

８ 文京区議会地震等災害対策本部に関すること。 

９ 男女平等施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

10 他の部に属さないこと。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

災対区民部 １ 地域活動センターの事業を行う地域における被害状況の把握、調査及

び報告に関すること。 

２ 地域活動センターの事業を行う地域における倒壊家屋等からの救出及

び救護活動に関すること。 

３ 帰宅困難者の誘導及び支援に関すること。 

４ 災害時の一般ボランティアの受入れ及び総合調整に関すること。 

５ 災害時の一般ボランティアの活動支援に関すること。 

６ 救援物資及び食糧の受入れ、保管及び配分に関すること。 

７ 食品及び生活用品の配付に関すること。 

８ 各種民間団体等との連絡及び調整に関すること。 

９ 住民登録の管理に関すること。 

10 被災工場の実態調査及び公害防除に関すること。 

11 被災地の環境整備に関すること。 

12 ごみ、し尿等の処理に関すること。 

13 遺体埋葬・火葬許可書の発行に関すること。 

14 区民部及びアカデミー推進部の所管施設の災害対策及び被害調査に関

すること。 

避難所運営部 １ 避難所及び妊産婦・乳児救護所の開設及び運営管理に関すること。 

２ 避難所及び妊産婦・乳児救護所の環境衛生に関すること。 

３ 被災者の安否等の情報収集に関すること。 

４ 避難者の誘導及び収容に関すること。 

５ 児童施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

６ 学校教育施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

７ 区立図書館の災害対策及び被害調査に関すること。 

８ 学校教育施設の再開準備に関すること。 

災対保育部 １ 保育所等の災害対策及び被害調査に関すること。 

２ 園児等の避難に関すること。 

３ 被災した園児等の救援に関すること。 

４ 保育所等の再開準備に関すること。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

医療救護部 １ 医療、助産及び応急救護に関すること。 

２ 東京都及び医療機関との連絡及び調整に関すること。 

３ 医療施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

４ 医療ボランティアの受入れ、編成及び活動支援に関すること。 

５ 医療資器材、医薬品等の調達、保管及び輸送に関すること。 

６ 傷病者及び医療スタッフの搬送に関すること。 

７ 被災者の健康管理に関すること。 

８ 被災者の栄養管理指導に関すること。 

９ 被災者のメンタルヘルスケアに関すること。 

10 被災者の医療相談に関すること。 

11 防疫及び衛生監視に関すること。 

12 食品等の衛生に関すること。 

13 飲み水の検査に関すること。 

14 避難所の衛生管理に関すること。 

15 保健衛生部の所管施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

16 遺体の身元確認に関すること。 

災対福祉部 １ 高齢者及び心身障害者等の安全対策及び支援に関すること。 

２ 福祉避難所の開設及び運営管理に関すること。 

３ 被災者の実態調査に関すること。 

４ 応急仮設住宅の設置に関すること。 

５ 生活必需品等の支給に関すること。 

６ 社会福祉団体との連絡に関すること。 

７ 福祉部の所管施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

８ 遺体及び行方不明者の捜査及び収容に関すること。 

災対建築部 １ 区有施設の被害判定及び応急修理に関すること。 

２ 応急危険度判定に関すること。 

３ 建築被害判定調査に関すること。 

４ 応急仮設住宅の設置に関すること。 

５ 建築ボランティアの受入れ、編成及び活動支援に関すること。 

６ 崖及び擁壁の応急対策に関すること。 

災対土木部 １ 倒壊家屋等からの救出及び救護活動に関すること。 

２ 水防に係る業務に関すること。 

３ 緊急道路における障害物の除去及び応急の補修に関すること。 

４ がれきの処理に関すること。 

５ 道路、橋梁、公共溝渠等の災害対策及び被害調査に関すること。 

６ 公園、児童遊園等の災害対策及び被害調査に関すること。 

７ 飲料水の配送に関すること。 

８ 備蓄物資、救援物資、食糧及び資材の輸送に関すること。 

９ 車両及び物品の調達並びに作業員の雇上げに関すること。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

災対教育部 

１ 学校教育施設における避難所の開設に当たっての連絡及び調整に関す

ること。 

２ 学校及び幼稚園等との連絡及び調整に関すること。 

３ 児童及び生徒の避難計画に関すること。 

４ 東京都教育庁及び教育委員会委員との連絡及び調整に関すること。 

５ 被災した児童及び生徒の救援並びに教育活動の再開に関すること。 

６ 教育推進部の所管施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

 

第２ 後期（１週間後～） 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

災対本部事務局 

１ 本部の庶務及び統括に関すること。 

２ 災害情報の分析及び対策立案に関すること。 

３ 本部の指示及び要請の発議に関すること。 

４ 東京都災害対策本部及び関係機関との連絡に関すること。 

５ 他の区市町村への要請業務及び支援職員の受入れに関すること。 

６ 本部長室の庶務に関すること。 

７ 各部との連絡及び調整に関すること。 

災対情報部 

１ 区内の情報収集に関すること。 

２ 災害情報の集約及び整理に関すること。 

３ 防災行政無線の管理及び統制に関すること。 

４ 本部の指示、要請及び情報の伝達に関すること。 

５ 災害についての広報及び広聴に関すること。 

６ 被災者の相談業務の連絡及び調整に関すること。 

７ 報道機関への連絡に関すること。 

８ 災害資料の収集及び記録に関すること。 

９ 災害対策の予算に関すること。 

10 災害救助法の適用による財政措置に関すること。 

11 住民情報システムの復旧に関すること。 

12 災害復旧及び復興計画の立案に関すること。 

13 区報臨時号の発行に関すること。 

災対総務部 

１ 職員の動員数の把握に関すること。 

２ 職員の服務及び食糧に関すること。 

３ シビックセンターの復旧及び整備に関すること。 

４ 現金及び物品の出納及び保管に関すること。 

５ 区有施設の被害調査の統括に関すること。 

６ 区議会に対する災害情報の連絡に関すること。 

７ 文京区議会地震等災害対策本部に関すること。 

８ 男女平等施設の復旧及び整備に関すること。 

９ 他の部に属さないこと。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

災対区民部 

１ 帰宅困難者の支援に関すること。 

２ 災害時の一般ボランティアの受入れ及び総合調整に関すること。 

３ 災害時の一般ボランティアの活動支援に関すること。 

４ 救援物資及び食糧の受入れ、保管及び配分に関すること。 

５ 食品及び生活用品の配付に関すること。 

６ 商工業関係の融資に関すること。 

７ 各種民間団体等との連絡及び調整に関すること。 

８ 住家被害認定調査に関すること。 

９ り災証明書の発行に関すること。  

10 義援金品等の受領に関すること。 

11 災害り災見舞金の支給に関すること。 

12 融資等の支援対策に関すること。 

13 住民登録の管理に関すること。 

14 被災工場の実態調査及び公害防除に関すること。 

15 被災地の環境整備に関すること。 

16 ごみ、し尿等の処理に関すること。 

17 遺体埋葬・火葬許可書の発行に関すること。 

18 区民部及びアカデミー推進部の所管施設の復旧及び整備に関するこ

と。 

避難所運営部 

１ 避難所及び妊産婦・乳児救護所の運営管理に関すること。 

２ 避難所及び妊産婦・乳児救護所の環境衛生に関すること。 

３ 国民健康保険料の減免又は徴収猶予に関すること。 

４ 国民年金保険料の免除に関すること。 

５ 区税等の徴収猶予又は減額若しくは免除に関すること。 

６ 児童施設の復旧及び整備に関すること。 

７ 学校教育施設の復旧及び整備に関すること。 

８ 区立図書館の復旧及び整備に関すること。 

９ 学校教育施設の再開準備に関すること。 

10 被災した児童及び生徒への学用品等の支給に関すること。 

災対保育部 

１ 文京区事業継続計画に基づく保育所の運営管理に関すること。 

２ 保育所等の復旧及び整備に関すること。 

３ 保育所等の再開準備に関すること。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

医療救護部 

１ 医療及び助産及び応急救護に関すること。 

２ 東京都及び医療機関との連絡及び調整に関すること。 

３ 医療ボランティアの受入れ、編成及び活動支援に関すること。 

４ 医療資器材、医薬品等の調達、保管及び輸送に関すること。 

５ 被災者の健康管理に関すること。 

６ 被災者の栄養管理指導に関すること。 

７ 被災者のメンタルヘルスケアに関すること。 

８ 被災者の医療相談に関すること。 

９ 防疫及び衛生監視に関すること。 

10 食品等の衛生に関すること。 

11 飲み水の検査に関すること。 

12 避難所の衛生管理に関すること。 

13 保健衛生部の所管施設の復旧及び整備に関すること。 

14 遺体の身元確認に関すること。 

災対福祉部 

１ 高齢者及び心身障害者等の安全対策及び支援に関すること。 

２ 福祉避難所の運営管理に関すること。 

３ 被災者の実態調査に関すること。 

４ 応急仮設住宅の運営管理に関すること。 

５ 生活困窮者の保護に関すること。 

６ 生活必需品等の支給に関すること。 

７ 義援金品の配分に関すること。 

８ 義援金の配付に関すること。 

９ 災害弔慰金、災害障害見舞金及び災害救助金に関すること。 

10 社会福祉団体との連絡に関すること。 

11 福祉部の所管施設の復旧及び整備に関すること。 

12 遺体及び行方不明者の捜査及び収容に関すること。 

災対復旧部 

１ 災害街区の復興計画に関すること。 

２ 復興に伴う防災都市づくりに関すること。 

３ 災害救助法の適用による住宅の応急修理の対象者の選定に関するこ

と。 

４ 応急仮設住宅の建設及び運営管理に関すること。 

５ 応急危険度判定等のボランティアの活動支援に関すること。 

６ 倒壊建物の解体及び処理に関すること。 

７ 災害復旧工事に関すること。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

災対土木部 

１ 障害物の除去に関すること。 

２ がれきの処理に関すること。 

３ 道路、橋梁等の復旧計画に関すること。 

４ 道路、橋梁等の復旧及び整備に関すること。 

５ 公園、児童遊園等の復旧及び整備に関すること。 

６ 飲料水の配送に関すること。 

７ 備蓄物資、救援物資、食糧及び資材の輸送に関すること。 

８ 車両及び物品の調達並びに作業員の雇上げに関すること。 

災対教育部 

１ 学校教育施設における避難所の運営管理に当たっての連絡及び調整に

関すること。 

２ 学校及び幼稚園等との連絡及び調整に関すること。 

３ 東京都教育庁及び教育委員会委員との連絡及び調整に関すること。 

４ 教育活動の再開に関すること。 

５ 教育推進部の所管施設の復旧及び整備に関すること。 

６ 文化財の災害対策及び被害調査に関すること。 

７ 被災した児童及び生徒への教科書等の支給に関すること。 

〈資料編 第５ 文京区災害対策本部条例 Ｐ11〉 

〈資料編 第６ 文京区災害対策本部条例施行規則 Ｐ12〉 

〈資料編 第７ 文京区災害対策本部組織図 Ｐ23〉 

 

第３ 臨時災害対策本部 発災期（発生直後～３時間）、初動機（３時間～７２時間） 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

本部班 

１ 臨時災対本部の設置、庶務及び統括に関すること。 

２ 臨時災対本部の指示及び要請に関すること。 

３ 東京都災害対策本部及び関係機関との連絡に関すること。 

４ 他の区市町村への要請業務及び支援職員の受入れに関すること。 

５ 区内の情報収集に関すること。 

６ 災害情報の集約及び整理に関すること。 

７ 災害情報の分析及び対策立案に関すること。 

８ 防災行政無線の管理及び統制に関すること。 

９ 災害についての広報に関すること。 

10 報道機関への連絡に関すること。 

11 職員の動員数の把握に関すること。 

12 職員の服務及び食糧に関すること。 

13 シビックセンターの防災対策及び被害調査に関すること。 

14 シビックセンターの復旧及び整備に関すること。 

15 区議会に対する災害情報の連絡に関すること。 

16 文京区議会地震等災害対策本部に関すること。 

17 文京区災害対策本部の設置準備及び庶務に関すること。 

18 本部長室の庶務に関すること。 

19 各班との連絡及び調整に関すること。 

20 他の班に属さないこと。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

救護班 

１ 倒壊家屋等からの救出及び救護活動に関すること。 

２ 医療、助産及び応急救護に関すること。 

３ 東京都及び医療機関との連絡及び調整に関すること。 

４ 医療施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

５ 緊急道路における障害物の除去及び応急の補修に関すること。 

６ 備蓄物資、救援物資、食糧及び資材の輸送に関すること。 

７ 車両及び物品の調達並びに作業員の雇上げに関すること。 

８ 帰宅困難者の誘導及び支援に関すること。 

地域活動センタ

ー班 

１ 地域活動センターの事業を行う地域における被害状況の把握、調査及

び報告に関すること。 

２ 地域活動センターの事業を行う地域における倒壊家屋等からの救出

及び救護活動に関すること。 

避難所開設班 

１ 避難所及び妊産婦・乳児救護所の開設及び運営管理に関すること。 

２ 被災者の安否等の情報収集に関すること。 

３ 避難者の誘導及び収容に関すること。 

 

 

第２節 都関係機関等 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

建設局 

第六建設事務所 

１ 河川、道路及び橋梁の保全に関すること。 

２ 水防について、気象、水象の情報連絡、水防資器材の支援、水防作業

の技術援助及び指導に関すること。 

３ 河川及び道路における障害物の除去に関すること。 

建設局 

東部公園緑地 

事務所 

都立庭園、公園の保全及び震災時の利用に関すること。 

交通局 

１ 都営交通施設の点検、整備及び復旧に関すること。 

２ 地下高速電車及びバスによる輸送の協力に関すること。 

３ 旅客の救護及び避難誘導に関すること。 

水道局 

中央支所 

文京営業所 

１ 上水道施設の保全に関すること。（水道局中央支所） 

２ 応急給水に関すること。 

下水道局 

北部下水道 

事務所 

１ 下水道施設の保全に関すること。 

２ 仮設トイレのし尿の受入れ及び処理に関すること。 

警視庁 

第五方面本部 

 富坂警察署 

 大塚警察署 

 本富士警察署 

 駒込警察署 

１ 被害実態の把握及び各種情報の収集に関すること。 

２ 交通規制に関すること。 

３ 被災者の救出救助及び避難誘導に関すること。 

４ 行方不明者の捜索及び調査に関すること。 

５ 死体の見分及び検視に関すること。 

６ 公共の安全と秩序の維持に関すること 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

東京消防庁 

第五消防方面 

本部 

 小石川消防署 

 本郷消防署  

１ 火災その他災害の予防、警戒及び防御に関すること。 

２ 救急及び救助に関すること。 

３ 危険物等の措置に関すること。 

４ 前各号に掲げるもののほか、消防に関すること。 

小石川消防団 

本郷消防団  

１ 火災及びその他災害の救助、救急情報に関すること。 

２ 火災及びその他災害の予防、警戒及び防御に関すること。 

３ 人命の救出及び応急救護に関すること。 

４ 区民の防災知識及び防災行動力の向上に関すること。 

 

第３節 自衛隊 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

第一師団 

第一普通科連隊 

１ 災害派遣の計画及び準備に関すること。 

（１）災害関係資料の基礎調査 

（２）災害派遣計画の作成及び地域防災計画への意見提出 

（３）防災に関係する訓練の実施 

ア 自衛隊の実施する訓練 

イ 文京区地域防災計画に基づく 

２ 災害派遣の実施に関すること。 

（１）人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応急救援又は応

急復旧 

（２）災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲与に関

すること。 

 

第４節 指定地方行政機関 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

関東地方整備局 

東京国道事務所 

万世橋出張所 

１ 管轄する道路についての計画工事及び管理に関すること。 

２ 防災上必要な訓練、防災に関する施設及び設備の整備、災害危険区域

の選定又は指導、豪雪害の予防に関すること。 

３ 災害に関する予報及び警報の発表、伝達、災害に関する情報の収集及

び広報、災害時における交通の確保、災害時における応急工事等災害応

急対策に関すること。 
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第５節 指定公共機関 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

日本郵便株式会社 

 小石川郵便局 

 本郷郵便局  

１ 郵便事業及び東日本電信電話株式会社等から委託された電気通信取扱

業務等の運行管理及びこれら施設等の保全に関すること。 

２ 災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱及び授護

対策に関すること。 

（１）災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

（２）被災者が差し出す郵便物の料金免除 

（３）被災地あて救助用郵便物等の料金免除 

（４）被災地あて寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

東日本電信電話

株式会社 

１ 電信・電話施設の建設及び保全に関すること。 

２ 災害時における通信の確保及び気象情報の伝達に関すること。 

３ その他災害対策に関すること。 

東京電力パワー

グリッド株式会

社大塚支社 

１ 電力供給施設の保全に関すること。 

２ 災害時における応急・復旧対策に関すること。 

東京ガス株式会社 

東部支店 

１ ガス供給施設（製造設備等を含む）の建設及び安全確保に関すること。 

２ ガスの供給に関すること。 

日本赤十字社 

東京都支部文京

区地区 

１ 災害時における応急救助、災害時の復旧被災者の更生援護に関するこ

と。 

２ 避難所の収容に関すること。 

３ 義援金品の受領、配分及び募金に関すること。 

首都高速道路 

株式会社 

東京西局 

１ 首都高速道路等の保全に関すること。 

２ 首都高速道路等の災害復旧に関すること。 

３ 災害時における緊急交通路の確保に関すること。 

 

第６節 指定地方公共機関等 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

東京地下鉄 

株式会社 

１ 鉄道施設等の安全確保に関すること。 

２ 利用者の救護及び避難誘導、駅の混乱防止に関すること。 

３ 災害時における鉄道車両等による救援物資及び避難者の輸送の協力に

関すること。 

一般社団法人 

東京都トラック

協会文京支部 

災害時における貨物自動車（トラック）による救急物資の協力に関するこ

と。 

一般社団法人 

小石川医師会 

文京区医師会 

災害時における医療活動の協力に関すること。 
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機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

一般社団法人 

東京都文京区小

石川歯科医師会 

東京都文京区歯

科医師会 

災害時における歯科医療活動の協力に関すること。 

一般社団法人 

文京区薬剤師会 

災害時における医薬品の調剤、服薬指導及び医療品の管理に関すること。 

東京都柔道整復

師会文京支部 

災害時における応急救護活動の協力に関すること。 

 

第７節 公共的団体 

機関の名称 防   災   事   務   分   掌 

区民防災組織 

（町会・自治会） 

１ 避難誘導、避難所内の世話、業務の協力に関すること。 

２ 被災者に対する炊き出し、救助物資の配分等の協力に関すること。 

３ その他被害状況調査等災害対策業務全般についての協力に関するこ

と。 

避難所運営協議会 
１ 避難所の運営管理に関すること。 

２ 避難所に関する行政及び防災関係機関との連絡・調整に関すること。 
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第３章 区・区民・事業者の基本的責務 

 

自らの身の安全は自らが守る（自助）のが防災の基本であり、区民はその自覚を持ち、平常時

から、災害に対する備えを自主的に心がけることが重要である。また、発災時には、自らの身の

安全を守るよう行動するとともに、初期消火活動や近隣の負傷者や要配慮者等への救援活動等（共

助）を行い、行政が果たす役割（公助）と連携を図りながら災害対策活動に努めることが求めら

れる。 

また、事業者においても、災害時における従業員や顧客の安全確保、地域の災害対策活動への

協力、事業活動の継続など企業の果たす社会的責任を十分認識し、日頃から防災訓練の実施や防

災体制の整備等地域と連携して防災活動の推進に努めるものとする。 

区・区民・事業者が、災害対策を進める上で果たすべき基本的責務は、次のとおりである。 

 

１ 区の基本的責務 

（１）区は、災害から区民の生命、身体及び財産を保護し、その安全を確保するとともに、

被災後の区民生活の再建及び都市の復興を図るため、区の組織及び機能を挙げて最大の

努力を払わなければならない。 

（２）区は、平常時から国、都及び他の地方公共団体との連絡調整を行うとともに、区民、

事業者、ボランティア、防災関係機関等との連携及び協力に努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第４条より） 

（３）区は、災害が発生したときは、国、防災関係機関と連携し、総力を挙げて被災地の復

興及び区民生活の再建を図らなければならない。 

（文京区防災対策条例第38条第２項より） 

２ 区民の基本的責務 

（１）区民は、自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、自発的な防災活動への参加、

過去の災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与するように努めなけ

ればならない。 

（災害対策基本法第７条第２項より） 

（２）区民は、震災を防止するため、自己の安全の確保に努めるとともに、相互に協力し、

区民全体の生命、身体及び財産の安全の確保に努めなければならない。 

（東京都震災対策条例第８条第１項より） 

（３）区民、事業者又は区は、自らの命は自らが守るという自助、地域での助け合いによっ

て自分たちのまちは自分たちで守るという共助及び区民の安全を確保するという公助の

役割を果たし、並びに「文の京」自治基本条例（平成16年12月文京区条例第32号）の協

働・協治の考え方に基づき、防災対策の充実及び実践に努め、もって災害に強いまちづ

くりを推進していくことを基本としなければならない。 

（文京区防災対策条例第３条より） 

（４）区民は、自ら災害時の危険を除去し、災害に備える手段を講ずるよう努めなければな

らない。 

（文京区防災対策条例第７条第１項より） 

（５）区民は、三日分の飲料水及び食料並びに生活必需品の備蓄に努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第７条第２項より） 
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（６）区民は、防災訓練、防災に関する研修その他の防災対策に関する事業に自発的に参加

し、及び協力して、災害時の行動力の向上に努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第７条第３項より） 

（７）区民は、災害時に自己及び家族の安全の確保に努めるとともに、相互に協力し、その

地域の区民の安全の確保に努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第７条第４項より） 

（８）区民及び事業者は、災害が発生したときは、相互に協力して速やかに被災地の復興及

び区民生活の再建に努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第38条第１項より） 

３ 事業者の基本的責務 

（１）区民、事業者及び区は、自らの命は自らが守るという自助、地域での助け合いによっ

て自分たちのまちは自分たちで守るという共助及び区民の安全を確保するという公助の

それぞれの役割を果たし、並びに「文の京」自治基本条例の協働・協治の考え方に基づ

き、防災対策の充実及び実践に努め、もって災害に強いまちづくりを推進していくこと

を基本としなければならない。 

（文京区防災対策条例第３条より） 

（２）事業者は、その社会的責任を自覚し、従業員、事業所に来所する者及び事業所の周辺

地域における区民の安全の確保のため、災害時の危険を除去し、災害に備える手段を講

ずるよう努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第８条第１項より） 

（３）事業者は、防災対策事業に協力するとともに、自ら防災訓練等を実施し、防災対策の

充実に努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第８条第２項より） 

（４）事業者は、平常時から従業員に防災に関する知識及び技能を習得させるよう努めなけ

ればならない。 

（文京区防災対策条例第８条第３項より） 

（５）事業者は、災害時に区民に対して防災対策に関する活動を行うとともに、区民との連

携及び協力をするよう努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第８条第４項より） 

（６）区民及び事業者は、災害が発生したときは、相互に協力して速やかに被災地の復興及

び区民生活の再建に努めなければならない。 

（文京区防災対策条例第38条第１項より） 

（７）事業者は、その社会的責任を認識して、従業者の安全並びに管理する施設及び施設の

安全性の確保に努めるとともに、大規模災害の発生時において、都、区市町村、他の事

業者その他関係機関と連携し、帰宅困難者対策に取り組むよう努めなければならない。 

（東京都帰宅困難者対策条例第４条第１項より） 

（８）事業者は、大規模災害の発生時において、管理する事業所その他の施設及び設備の安全

性並びに周辺の状況を確認の上、従業者に対する当該施設内での待機の指示その他の必要

な措置を講じることにより、従業者が一斉に帰宅することの抑制に努めなければならない。 

（東京都帰宅困難者対策条例７条第１項より） 

（９）事業者は、前項に規定する従業者の施設内での待機を維持するために、知事が別に定

めるところにより、従業者の三日分の飲料水、食糧その他災害時における必要な物資を

備蓄するよう努めなければならない。 

（東京都帰宅困難者対策条例第７条第２項より） 
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〈資料編 第１ 文京区防災対策条例 Ｐ１〉 

〈資料編 第14 東京都震災対策条例 Ｐ43〉 

〈資料編 第15 東京都震災対策条例施行規則 Ｐ53〉 

〈資料編 第16 東京都帰宅困難者対策条例 Ｐ61〉 
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第４章 文京区の概要 

 

第１節 地形 

当区は、下町と呼ばれる沖積低地と、山の手と呼ばれる武蔵野台地の接点に位置している。 

武蔵野台地は、その端部を多くの河谷によって刻みこまれ、20ｍ前後の崖を持つ起伏に富ん

だ台地と谷の地形をつくっている。高度は、後楽一丁目（市兵衛河岸）の海抜3.1ｍを最低に、

大塚五丁目、六丁目、目白台三丁目、小日向二丁目付近で海抜30ｍを超えている。低地の部分

の平均高度は海抜10ｍ以下であり、台地においては、平均高度海抜20～24ｍである。 

こうした地形を概観すると、５つの台地（関口台、小日向台、小石川台、白山台、本郷台）

と、５つの低地（音羽谷、茗荷谷、千川谷、指ケ谷、根津谷）によって構成されている。台地

と低地の間は斜面地となっており、こうした地形が坂と崖の多い、起伏に富んだ特色あるまち

を形成している。 

 

第２節 面積・人口 

第１ 面積 

11.29k㎡ 

 

第２ 世帯と人口 

 

（平成30年10月１日現在） 

 
世帯数 

人 口 

総数 男 女 

住民基本台帳人口 120,550 世帯 220,462 人 104,894 人 115,568 人 

うち外国人住民 7,295 世帯 10,484 人 5,089 人 5,395 人 

（注）「うち外国人住民」の世帯数は、外国人住民のみで構成される世帯数。 

 

第３ 昼・夜間人口 

 

（平成27年国勢調査） 

夜間人口 昼間人口 流入人口 流出人口 

219,724人 346,132人 192,370人 65,962人 

（注）夜間人口及び昼間人口には、労働力状態「不詳」を含む。 

   昼間人口には、従業地・通学地「不詳」で、文京区に常住している者を含む。 

   15歳未満通学者を含む。 
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第５章 計画の前提 

 

第１節 震災 

第１ 前提条件 

東京都は、東日本大震災の経験を踏まえ、首都直下地震など東京を襲う大規模地震に対し

てより確かな備えを講じていくため、平成18年５月に公表した「首都直下地震による東京の

被害想定」を見直し、平成24年４月に「首都直下地震等による東京の被害想定」を公表した。 

本計画では、東京都防災会議が公表した「首都直下地震等による東京の被害想定」のうち、

「東京湾北部地震」を基に、文京区での被害が最大となる地震を本計画の前提とする。 

なお、東京都は平成25年５月に「南海トラフ巨大地震等による東京の被害想定」を公表し

たが、南海トラフ地震による区の最大震度等は、「東京湾北部地震」よりも小さいため、引き

続き「東京湾北部地震」を本計画の前提条件とする。 

 

区  分 東京湾北部地震 

震 源 地 東京湾北部 

規 模 マグニチュード7.3 

震 源 の 深 さ 約20～35㎞ 

季 節 ・ 時 刻 冬の夕方（午後６時） 

気 象 条 件 風速８ｍ／秒 

想 定 さ れ る 被 害 

○ 火気器具利用が最も多いと考えられる時間帯で、これらを

原因とする出火数が最も多くなるケース。 

○ オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では、帰宅、飲食の

ため多数の人が滞留する。 

○ ビル倒壊や落下物等により被災する危険性が高い。 

○ 鉄道、道路もほぼラッシュ時に近い状況で人的被害や交通

機能支障による影響拡大の危険性が高い。 

〈資料編 第78 気象庁震度階級関連解説表 Ｐ323〉 

 

第２ 首都直下地震による被害想定 

東京湾北部地震（冬の夕方午後６時、風速８ｍ/秒）による文京区の被害想定は、次のとお

りである。 

〈資料編 第25 「首都直下地震等による東京の被害想定」における東京都の被害想定 Ｐ81〉 

〈資料編 第26 「首都直下地震等による東京の被害想定」における文京区の被害想定 Ｐ98〉 
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区 分 被害想定 

震度別面積率 

震 度 ５ 弱 以 下 0.0％ 

震 度 ５ 強 0.0％ 

震 度 ６ 弱 11.9％ 

震 度 ６ 強 88.1％ 

震 度 ７ 0.0％ 

建 物 被 害 

（ 全 壊 ） 

建 物 全 壊 3,602棟 

 ゆ れ 3,543棟 

  
木 造 3,141棟 

非 木 造 402棟 

 液 状 化 ５棟 

 急 傾 斜 地 崩 壊 54棟 

火 災 

火 災 件 数 22件 

焼 失 棟 数 ( 全 壊 建 物 含 む ) 2,443棟 

焼 失 棟 数 ( 全 壊 建 物 含 ま ず ) 2,259棟 

人 的 被 害 

死 者 253人 

 

ゆ れ / 液 状 化 / 建 物 被 害 185人 

急 傾 斜 地 崩 壊 ４人 

火 災 59人 

ブ ロ ッ ク 塀 等 ４人 

落 下 物 ０人 

負 傷 者 （ 内  重 傷 者 ） 4,217人 （608人） 

 

ゆ れ / 液 状 化 / 建 物 被 害 3,815人 （482人） 

急 傾 斜 地 崩 壊 ６人 （３人） 

火 災 232人 （65人） 

ブ ロ ッ ク 塀 等 141人 （55人） 

落 下 物 24人 （３人） 

そ の 他 

帰 宅 困 難 者 131,632人 

避 難 者 の 発 生 61,865人 

避 難 所 生 活 者 40,213人 

エ レ ベ ー タ ー 停 止 台 数 267台 

避 難 行 動 要 支 援 者 死 者 数 81人 

自 力 脱 出 困 難 者 発 生 数 1,592人 

震 災 廃 棄 物 107万トン 

  ※ 小数点以下の四捨五入により、合計値が合わないことがある。 
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第３ 地域危険度 

都では、東京都震災対策条例に基づき、概ね５年毎に地震に関する地域危険度測定調査を

行っており、都内各地域（都市計画区域の5,177町丁目）における地震に対する危険性を建

物、火災及び災害時活動困難度の面から、１から５までのランクで相対的に評価し、地域の

地震に対する危険度を明らかにしている。 

平成30年２月に東京都が公表した「第８回 地震に関する地域危険度測定調査」の概要は、

次のとおりである。 

１ 調査の目的 

（１）地震に強い防災都市づくりの指標とする。 

（２）震災対策事業を実施する地域を選択する際に活用する。 

（３）地震災害に対する都民の認識を深め、防災意識の高揚に役立てる。 

２ 調査結果 

都内各地域（都市計画区域の5,177町丁目）について、建物倒壊の危険性を示した「建物

倒壊危険度」及び火災の発生による延焼の危険性を示した「火災危険度」に、災害時に有

効な活動空間の不足率や避難等に有効な道路ネットワークの不足率を示した「災害時活動

困難度」を加味して総合化した「総合危険度」として評価した。また、各危険度は１から

５までのランクで相対的な地域の地震に対する危険度を示している。 

 ← 危険度高          危険度低 → 

総合危険度ランク ５ ４ ３ ２ １ 計 

町丁目数 85 287 820 1,648 2,337 5,177 

比  率 1.6％ 5.6％ 15.8％ 31.8％ 45.2％ 100.0％ 

 

〈資料編 第27 文京区地域危険度一覧表 Ｐ102〉 

 

 

第２節 風水害 

区内においては、地面の大部分が建物やアスファルトで覆われており、集中豪雨の際、低地

が浸水する都市型水害が発生している。都内では、平成17年９月４日から５日未明にかけて台

風14号及び秋雨前線の影響により、23区西部に時間降雨量100mmを超える集中豪雨が発生し、神

田川をはじめとする８河川の溢水により、都内で約6,000棟の浸水被害が発生した。 

本計画では、予測しがたい気象変化などに伴う突発型の被害に備えるとともに、水防法改正

に基づく神田川浸水予想区域図の想定雨量を最大値とする。 

 

区 分 被 害 等 の 最 大 値 

雨 量 
総 雨 量 690㎜ 

最大１時間降雨量 153㎜ 

最 大 瞬 間 風 速 25m/s 
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【文京区水害発生状況一覧表】 

（平成30年10月１日現在） 

発生年月日 
水害原因 

降   雨   量（㎜） 浸  水  世  帯 

和暦 総雨量 時間最大降雨量 床上 床下 計 

平成１年８月１日 集中豪雨 225.5 15:00～16:00 44.0 16 299 315 

平成３年９月19日 台風18号 230.5 15:00～16:00 45.0 43 581 624 

平成４年12月８日 集中豪雨 41.5 21:00～22:00 28.5 ７ 69 76 

平成５年８月27日 台風11号 
8/26～27 

12:00～13:00 52.0 119 675 794 
260.5 

平成６年７月18日 集中豪雨 63.0 13:50～14:50 54.0 ６ 303 309 

平成11年８月24日 集中豪雨 66.5 20:00～21:00 37.0 ― 28 28 

平成11年８月29日 集中豪雨 109.0 19:30～20:30 62.5 １ 37 38 

平成12年７月４日 集中豪雨 73.5 17:44～18:44 58.0 ― ４ ４ 

平成12年８月７日 集中豪雨 39.5 18:00～19:00 36.0 ― ５ ５ 

平成15年９月３日 集中豪雨 35.5 18:00～19:00 34.5 13 ― 13 

平成15年10月13日 集中豪雨 64.0 13:32～14:32 60.5 ２ ― ２ 

平成16年10月９日 台風22号 
10/8～9 

17:10～16:10 62.0 118 ８ 126 
263.0 

平成16年10月20日 台風23号 
10/19～20 

21:40～22:40 41.5 27 ３ 30 
205.5 

平成17年９月４日 集中豪雨 
9/4～5 

23:00～24:00 62.0 ８ ８ 16 
91.5 

平成20年８月５日 集中豪雨 157.5 12:00～13:00 80.0 22 18 40 

平成20年８月29日 集中豪雨 
8/29～31 8/29 

39.0 ２ ― ２ 
131.0 22:20～23:20 

平成20年９月20日 台風13号 
9/19～20 9/20 

11.5 １ ― １ 
43.0 0:20～1:20 

平成21年８月10日 台風９号 115.0 6:34～7:34 73.5 53 40 93 

平成21年10月８日 台風18号 
10/7～8 10/8 

51.5 ６ ― ６ 
138.0 3:10～4:10 

平成22年９月８日 台風９号 89.0 14:10～15:10 63.0 ２ ５ ７ 

平成23年８月７日 集中豪雨 17.5 15:40～16:40 17.0 ２ ― ２ 

平成23年８月26日 集中豪雨 
8/26～27 8/26 

71.5 17 １ 18 
89.5 15:00～16:00 

平成25年８月21日 集中豪雨 80.0 21:50～22:50 57.0 63 38 101 
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発生年月日 
水害原因 

降   雨   量（㎜） 浸  水  世  帯 

和暦 総雨量 時間最大降雨量 床上 床下 計 

平成25年９月15日 台風18号 
9/15～16 9/15 

31.0 １ ４ ５ 
112.0 6:30～7:30 

平成26年６月29日 集中豪雨 43.0 16:00～17:00 35.0 １ ― １ 

平成26年９月10日 集中豪雨 65.0 16:20～17:20 60.0 ― 12 12 

平成26年10月13日 台風19号 
10/13～14 10/14 

22.5 ― １ １ 
69.5 0:31～1:31 

平成29年７月18日 集中豪雨 18.0 15:00～16:00 18.0 １ ― １ 
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第６章 減災目標 

 

第１節 目標設定の趣旨 

現在の地震予知に対する科学技術では、地震等の自然災害を的確に予知し、未然に十分な防

災対策を講じることは極めて困難な状況にある。しかしながら、いつ起こるかわからない地震

災害に対して、日常からの十分な備えや、発災直後に初動体制を整えることで、被害を最小限

に食い止め、軽減させることは十分に可能である。 

減災目標は、阪神・淡路大震災や東日本大震災・熊本地震等の我が国で近年に発生した大規

模な地震の教訓を活かし、大規模な地震による災害が発生した場合においても、区民、事業者、

行政等の連携・協働により、被害を軽減することを目的としている。また、その実現のための

基本的な考え方や具体的な各種施策の方向性を定め、対策を図るものである。 

 

第２節 目標年次 

この減災目標は、平成25年度を初年度とし、おおむね10年以内に達成する目標とする。 

 

第３節 減災目標と対策 

東京都地域防災計画（平成24年修正）「被害軽減と都市再生に向けた目標（減災目標）」の内

容を踏まえ、文京区の減災目標を設定した。 

 
 

 

 

目標１－１ 住宅等の倒壊による死傷者の６割減 

ゆれ等の建物被害による死者（185人）、負傷者（3,815人）の６割減を目標とする。 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ 建物の耐震化等 

○ 住宅建物の耐震化率を、平成32年度末までに95%にする。 
○ 住宅系建築物の耐震診断に要した費用の助成率を引き上げ、耐震化を促進する。 
○ 耐震診断・耐震改修等の相談窓口を設置する。 
○ 耐震化促進地区の耐震化を重点的に促進する。 
○ 特定緊急輸送道路沿道建物の耐震化を促進する。 
○ パンフレット等の作成・配付、専門家による相談会の開催などにより、区民意識の啓

発に努める。 
○ ブロック塀等改修工事費助成制度や生垣助成制度を活用し、ブロック塀等の改修を促

進する。 

２ 家具類の転倒防止対策の推進 

○ 高齢者や障害者世帯等を対象に家具の転倒防止器具取り付け費用の助成を行う。 
○ 消防署と連携して避難行動要支援者宅を訪問し、設置状況を確認するとともに、未設

置の世帯について、普及・啓発を図る。 

減災目標１：死傷者の６割減 

 死者（253人）、負傷者（4,217人）の６割減を目標とする。 



第１編 総則 

第６章 減災目標 

本編―27― 

平
成

30

年
度 

修
正
の
概
要
等 

第
１
章 

計
画
方
針 

第
２
章 

防
災
関
係

機
関
の
業
務
大
綱

第
３
章 

区
・ 

区
民
・
事
業
者
の 

基

本

的

責

務 

第

４

章 

文
京
区
の
概
要 

第
５
章 

計
画
の
前
提 

第
６
章 

減
災
目
標 

 

○ 区報への掲載、防災パンフレットの配布、防災訓練や防災教室等の機会を通して、啓

発・普及活動を行う。 
○ 冊子等を活用した防災指導、イベントや防災訓練時の普及・啓発及び家具転倒・落下・

移動防止器具の取り付け講習を実施する。（東京消防庁） 

３ 救出・救護体制の強化 

（１）地域防災力の向上 

○ 区民防災組織、避難所運営協議会の活動を支援し、自助・共助による地域防災力の

向上を図る。 
○ 防災訓練や救命講習等の実施による救出・救護能力の向上、地域（住民、区民防災

組織）と事業所との連携強化を図る。 
（２）救出・救護体制の整備 

○ 負傷者等の医療・搬送体制の充実を図るとともに、警察・消防等との情報連絡体制

の強化を図る。 
○ 避難所への医師等の派遣体制について医療救護活動マニュアルを作成し、災害時に

おける区と関係機関との連携方法を明確にする。 
 

目標１－２ 火災による死傷者の６割減 

火災による死者（59人）、負傷者（232人）の６割減を目標とする。 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ 建物の不燃化の推進と消防活動困難区域の解消 

○ 住宅・建築物の不燃化を促進する。また、木造住宅が密集し、消防活動が困難な区域

の解消を目指す。 
○ 特定緊急輸送道路沿道建物の耐震化に合わせて不燃化を推進し、延焼遮断帯の形成を図

る。 
○ 道路や公園等の整備により、避難路の確保及び火災の延焼防止を図る。 

２ 消防力の充実・強化 

○ 多様な方法による消防団への入団促進や装備の充実により、消防団の確保・充足、活

動強化を図る。 
○ 消防水利不足を解消するとともに、消防車両・装備などの充実を図る。 

３ 区民、区民防災組織、事業者の火災対応力の強化 

（１）出火防止対策の推進 

○ 火気使用設備・器具の安全化及び停電復旧に伴う出火防災対策を推進するとともに、

感震ブレーカーの普及に努める。 
（２）初期消火力の強化 

○ 街頭と主要道路に消火器を設置する。また、区民防災組織に大型消火器、可搬式動

力ポンプ、スタンドパイプを整備し、初期消火力の強化を図る。 
○ 防災訓練やパンフレット等を活用して、消火器の使用方法や出火防止、初期消火な

どに関する知識・技術の普及を図る。 
○ 可搬式動力ポンプ、スタンドパイプ等を活用した実践的な訓練指導を推進する。 
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４ 救出・救護体制の強化 

○ 減災目標１－１ ３の再掲 
 

目標１－３ 要配慮者の死者の６割減 

要配慮者の死者数（81人）の６割減を目標とする。 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ 迅速な安否確認体制の整備 

○ 避難行動要支援者名簿や障害者手帳の情報など、区が保有する情報を適切に管理し、

災害時に活用できるように整備する。 
○ 安否確認を的確に実施するため、区民、事業者等と連携・協力し、具体的な実施体制

を構築する。 
○ 避難行動要支援者名簿を活用した安否確認訓練を実施し、安否確認体制の検証及び改

善を図る。 

２ 避難支援体制の整備 

○ 避難行動要支援者がスムーズに避難できるように、事前に避難支援マニュアルを配布

し、周知を図るとともに地域での避難支援体制の整備を図る。 
○ 避難所において安全・安心に過ごせるよう、要配慮者のニーズを反映させた支援策を

実施する。 
○ 避難所で生活することが困難な避難行動要支援者が避難することができるよう、福祉

避難所をあらかじめ指定し、物資・器材等を整備する。 
○ 災害時に妊産婦や乳児等を持つ保護者が安心して避難生活を送れるように、専用の避

難スペースを確保し、支援体制や備蓄物資等を整備する。 
※要配慮者とは、高齢者、障害者、難病患者、乳幼児、妊産婦、外国人等を指します。 

 

 
 

 

目標２－１ 住宅の倒壊や火災による避難者の減 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ 建物の耐震化等 

○ 減災目標１－１ １の再掲 

２ 建物の不燃化の推進と消防活動困難区域の解消 

○ 減災目標１－２ １の再掲 

３ 消防力の充実・強化 

○ 減災目標１－２ ２の再掲 

４ 区民、区民防災組織、事業者の火災対応力の強化 

○ 減災目標１－２ ３の再掲 

減災目標２：避難者の４割減 

 避難所生活者（40,213人）の４割減を目標とする。 
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目標２－２ 中高層建築物の安全化による避難者の減 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ 中高層建築物の安全化 

○ 新たに建設する一定規模以上の中高層建築物に防災備蓄倉庫の設置を義務付ける。 
○ 防災備蓄倉庫を設置したマンション管理組合を対象に、発災時に住民が活用できる救

助資器材の購入経費を助成する。 
○ 中高層住宅特有の防災対策を盛り込んだマニュアルを作成し啓発活動を行う。 
○ 中高層住宅のエレベーター閉じ込め対策用備蓄物資の購入経費を助成する。 

 

目標２－３ 自助の強化による避難者の減 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ 区民の防災意識の啓発 

○ 「最低３日間、推奨１週間分」の飲料水、生活用水、食糧、生活必需品等を家庭で備

蓄するよう啓発活動を行う。 
○ ローリングストック法の活用により、賞味期限切れの無駄なく、常に災害に備えるよ

うに周知していく。 
（ローリングストック法：普段食べる米やレトルト食品などを多めに買っておき、消費

したらその分を補充することで常に一定量の食糧を家に備蓄する方法） 
○ 災害情報の収集方法について、区民に広く周知する。 

 

目標２－４ ライフライン等の早期復旧による避難者の減 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ ライフラインの早期復旧 

○ 被災から 60日以内に全てのライフラインの機能を 95％以上回復させる。 
電力７日、通信14日、ガス60日、上下水道30日を目標とする。 
○ ライフライン事業者は施設や設備等の耐震化を進め、早期の機能回復に努める。 

２ エレベーターの早期復旧 

○ エレベーターの復旧優先順位について啓発行動を行う。 
○ エレベーターの復旧「１ビル１台」ルールを徹底する。 

３ 応急危険度判定の迅速化 

○ 応急危険度判定を 12 日以内に完了させるため、応急危険度判定員の確保を図る。 
 

 

 

 

減災目標３：帰宅困難者の安全確保 

 東京都と連携し、帰宅困難者（131,632人）の安全を確保する。 
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目標３－１ 帰宅困難者の安全確保 

 

＜目標を達成するための主な対策＞ 

１ 帰宅困難者対策の普及啓発 

○ 事業者・大学等に施設内待機及び一斉帰宅抑制や３日分の飲料水・食糧等の確保に努

めるよう啓発を行う。 

２ 帰宅困難者の支援体制構築 

○ 帰宅困難者を待機させるため、一時滞在施設を確保する。 
○ 混乱収拾後に徒歩帰宅する帰宅困難者を支援するため、災害時帰宅支援ステーション

の充実を図る。 
○ 徒歩帰宅が困難な要配慮者のために、バスや船舶などの代替輸送手段を確保する。 
○ 区施設利用者や区立小・中学校等に残留した児童・生徒等の帰宅困難者に対する備蓄

物資を整備する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


